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◎ 主な海域生物 に係 る
○植物 プ ランク トンの
○動 物プ ランク トンの
○魚卵 の．総出現種数 は、
○平成 13年度 に潜水観
○底 生動 物の総 出現種
○潮 間帯植物の総出現
○サ ンゴ類の総出現種、

な構成 種であ った。
○海岸沿 いに広 くアマ
○ ウ ミガメの上陸 ・産タ
○大型魚 食性魚類は、
◎重要 な種 の分布、生′
○重要 な種 としては、

生物相 の状況
総 出現 種数は、8 日17科59種類 であ り、種数 は冬季 に多 く、細胞数は春季に多かった。
総 出現 種数臥 12 日22種67種 類で あ り、種数 は春季 と秋 季に多く、個体数は夏季に多かった。

3 日2科30種類 （不明 を含む）で あ り、個体数 は夏季 に多かった。稚仔の出現種数は5日15科19種類 （不明 を含 む）
察 で確 認 された魚類の総 出現 種数 は、6 日31科219種で あ り、種数 は春季に多かった。
数 臥 別 目75科135種 であ り、種数 ・個体数 とも春季 に多 く、湿重量は秋季 に多か った。
種数 は、5綱 13 日23科52種で あ り、種 数は春季 に多 く、湿重量は冬季に多かった。潮間帯動物の総 出現種数 は12綱33
数 は、16科115種 であ り、轟川沖 の測線 で種数が少 ない。主なサ ンゴ群 落は、調査海域の北側、事業実施 区域前面海

モ場 が分布 し、 リー フ内の沖側 にホ ンダ ワラ属 や ヒメフタエモ ク等のガ ラモ場が分布 してい る。 スポ ッ ト調査 で確羅
即ま白保集 落寄 りの海岸域 とカラ岳東側の海岸 域で確認 されてい る。

平成13～15年度現地調査 の魚類 調査において、グッ科 、ハ タ科、大型のアジ科等を確 認してい るが、サ メ類等 の大型
息、生育 の状況 及び生息 ・生 育凍境の状況
平成13～15年 度調査では、潮 間帯生物3種、底生動物 1種 、サン ゴ類3種 、大型底生動物3種、魚類3種、海藻革類8種、

であ り、個体 数は冬季に多かった。

目79科148種で あ り、種数 は夏季 に、個体数は冬季
域、調査海域 の南側 にあ り、エ ビユダハマサ ンゴ、

され た海藻革類は、夏季97種、秋季76種、計102

魚食性魚 類 を確認す ることはなか った。また、海

ウミガ メ類 2種 が確 認され ている。

に多か った。

コモンサンゴ属 （枝

種 である。

棲噛乳類はみ られ土

状）、アオサ ンゴ等が主

よい。
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▲
・赤土等流 出防止対策
を実施す る。

◎主 な海域生物 に係 る生物相 の状況
○植物 ・動物 プ ランク トン、魚卵 ・稚仔、底生 生物、潮間帯生物

海域 へ負荷 され る処理水 の影響 は、轟川 河 口域 に限 られ、 S S の寄与濃度の程度 も極 めて小 さいこ とか ら、＿
植物 ・動物 プラ ンク トンや魚卵 ・稚仔、底生 生物及び潮間帯生物の出現 状況 の変化 はない もの と予測 され る。

○魚類
海域 へ負荷 され る処理水 の影 響は轟川河 口に限 られ、 S S の寄与浪度の程度 も極めて小 さい こ とか ら、魚類

の えら粘膜 への付着や忌避行動 に変化 は ない もの と予測 される。
○サ ンゴ類

海域 へ負 荷 され る処理水 の影響 は轟川河 口に限 られ、 S S の寄与濃度の程度 も極めて小 さいこ と、処理水 の
濁 りの影 響が、 アオサ ンゴ等 注 目され る群 落及 び高被度域に及ぶ ことはない と考 えられ るこ と、工 事に伴 う赤
土等 の堆積 に よる影 響の程度 は極 めて小 さい と予測 される ことか ら、サ ンゴ類の生息環境の変化 は小 さく、分
布状況 の変化はな い もの と予測 され る。 なお、 平成10年度の 白化以降、 当該海域 のサ ンゴ類 は比較 的回復傾 向
か横道 い状 態で あ り、再び 白化 によ り活性 が降 下 しない限 り、現状の濁 り負荷で は急激な影響 はないもの と推
察 され る。

○海藻芋類
海域へ負荷 され る処理 水の影響 は井川河 口に限 られ現状 で海藻被度の低い範囲である こと、 また 、 S S の寄

与濃度 の程 度 も極 めて小 さく、現状 での赤 土等 の堆積は轟川河 口か ら亀岩寄 りの深みの海藻草類 のほ とん どみ
られな い場所 に限 られ 、処理水 の海域へ の負荷 に伴 う赤土等の堆積に よる影響の程度は極 めて小 さい と予測 さ
れてい るこ とか ら、海藻革類お よびそれ らで構成 される藻場の分布状況 の変化 はない もの と予測 され る。

○ ウミガ メ類
ウミガメの上陸 ・産卵 行動 には、砂浜域 の環境 変化 が最も影響す るが、海岸域 の改変はない こ と、ウ ミガ メ

上陸 ・産卵 の主な時 間帯で ある夜 間に工事 がな いこ とか ら、工事中にお ける砂浜域の環境の変化 はない と考 え
られ る。 また、海域 へ負 荷 され る濁水 を処 理 した水 の影 響は轟川河 口に限 られ、 S S の寄与濃度 の程 度や赤土
等の堆積 も極 めて小 さい ことか ら、ウ ミガ メ上 陸 ・産卵 に利 用 され る海浜部の変化はほ とん どない と予測 され

る。 これ らのこ とか ら、 ウミガ メ類の上陸 ・産卵 行動の変化 はない もの と予測 される。
○大型魚食性魚類及 び海棲晴乳類

大型魚食性魚 類はサ メ類、大型 アジ類、 グッ類等 の遊泳性 のものか らハタ斜 め ような磯魚 まで生態 は多様で
ある。海域 へ負荷 され る処理水 の影響 は轟川 河 口に限 られ、 S S の寄与濃度の程度は極めて小 さい こ とか ら、
生 息環境お よび遊泳 経路が変化す ることはない と考 えられ、大型魚食性魚類の出現状 況の変 化 はない もの と予
測 され る。

なお、事業実施 区域 周辺海域で は海棲 哺乳類 の生息は経め られ なかった。

◎重 要な種 の分布 、生息 、生育の状況及び生息 ・生 育環 境の状況
ウミシ ョウプは現地 において 1 株だ け確認 され偶然性 が高いこ と、海域に負荷 される処理水 の影響 は轟川河

口に限 られてお り、ウミシ ョウブ の確認場所 は、その範囲外であるこ とか ら、現 状に変化 はない と予 測 され る。
さ らに、 ウ ミヒルモ 、 リュ ウキエクスガモ 、ペニ アマモ、 リュウキュ ウアマモ、 ウミジ グサ、 マツバ ウミジグ
サ 、ボ ウバ アマモの 7 種 は海草藻場 を構成 してお り、処理水 による濁 りの影響範囲は被度の低 い場 所に一致 し
ているが、 S S の寄与濃 度は極 めて小 さく、また 、高被 度域 は濁 りの影響範囲外である ことか ら、 これ ら重要
な種 の存在は もとよ り海草藻場の分布傾向の変 化 はない もの と予測 され る。

また、イ ソハマ グ リ、アオサ ンゴ、 クシハ ダ ミ ドリイ シ、クサ ビライ シについて も濁 りの影響範 囲外に生息

してお り、分布傾 向の変化 は ない ともの予測 され る。
生 息基盤環境 を基 に整理 されてい る冊F ジャパ ン リス トに記載 されてい るスジホシムシモ ドキや トゲム シロガ

イ 、クサイ ロカ ノコガイ 、ハボ ウキガイは地 形改 変がないこ とや濁 りの拡散範囲外で生息が確 認 されてい るこ
とか ら出現傾向 の変化 は ないもの と予測 され る。
その他、魚類 3 種 （コモチサ ヨ リ、ナガ レフ ウライ ボラ、ハス ジマハゼ）は主 に轟川で の生 息が認め られ て

いるが、濁 りのあ る場所 を選択的 に生息場 所 と しているこ と、現状の地形改変が ない ことか ら、現状の出現傾
向に及ぼす影 響はな い もの と予測 され る。 また 、ナキオカヤ ドカ リは、海岸域で確認 され ているが、海岸域 の
改 変はない こ とか ら、海岸域周辺 ので出現傾 向の変化はない もの と予測 される。

◎環 境影響 の回避 ・低減 の検 討
事業の計画検討 に当た り講 じた環境保全配

慮 を予測 の前提 として検討 した結果、海域生
物 の生息環境及 び海域生物 の分布状況、変動
傾 向に変化 はなく、環境影響 の程 度は極 めて
小 さい と判断 され るこ とか ら、環境影響 は、
事 業者 によ り実行可能 な範 囲内でできる限 り
回避 され 、又 は低減 され てお り、環境の保全
について の配慮 が適正 になされていると評価
した。

◎ 国文 は地方公共 団体 による環境保全の基準又
は 目棲 との整合性 に係 る評価

沖純県 が平成 15年 4 月 に策 定 した沖縄県環
境 基本計画 によると、r事業別環境配慮指針」
として 「飛行場 の設置又 は変更の事業」 にお

いて 「自然性 の高い地域 にあっては、工事計
画 、飛行計画 の工夫等 によ り、騒音や光等 に
よる野生生物へ の影響 の低減 に努 める」 と示
され てお り、これ を環境保全 の基準又は 目標
とする。
事業の計画検 討に当た り講 じた環境保全配

慮 を予測 の前提 として検 討 した結果 、海域生
物 の生息 ・分布状況や変動傾 向に変化 はない

もの と考 え られ るこ とか ら、環境保全の基準
又 は 目標 との整 合は図 られ ているものと評価
した。

事業の計画検 討
に当た り請 じた環
境保全配慮を予測

の前捷 として検 討
した結果、環境影
響の程度は極 めて
小 さい と判断され
ることか ら、環 境
保全措置 を講ず る
必要はないもの と
判断 した。

環境 保 全措 置 を諌
じな い こ とか ら事後
調査 の必 要 は ない と
判断 した。

以 下 の環境 監 視 を
実施す る。

○調査項 目

・海域 生 物 の生 息状況
とその種組成

・海域 生物 の生 息環境
であ るS S 、C O D 、
栄養 塩物質類 等

○調査地点 ・範 囲

・轟川 河 口付 近 を中心
とした海域

○調査時期等

・工 事 の実施 及 び飛行
場 の施設 の供用 後 3

～ 5 年程度 。
・調査 時 期 は種 の分布
又 は生 息環 境 べの影
響 が的確 に把 握で き
る時期

○調査方法

・現 地調 査 と同 じ方 法
による


